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日本の所得税 
－現状と理論－ 

 

田近 栄治＊1 

古谷 泉生＊2 

【要  約】 

この論文の目的は、次の二つの観点からわが国の所得税をとらえ、今後の改革の視点を示すこと

である。第 1 の観点は、1970 年代から現在に至るわが国の所得税の実態を検討することであり、第

2 の観点は、最適所得税の理論からわが国の所得税の問題を明らかにすることである。 

1974 年度に当時「2 兆円減税」と言われた大規模な減税が行われた。しかし、その後の財政再建

とインフレの中で、所得税の負担は急増した。1988、89 年度の「抜本的税制改革」および中堅層の

負担軽減を目指した 1994 年度の改革が行われたが、所得税の負担感は残っている。また、高齢化社

会を迎え、税に社会保険料負担を加えた公的負担は増加の一途をたどっている。 

この論文では、①インフレによる（ブラケットクリープを通じた）所得税負担の増大、②負担緩

和のための控除額の増大、および③負担の偏りと公的負担の増大の 3点から、わが国所得税の特徴

を実態に即して検討する。この検討を通じて、大きな控除によってわが国の所得税の課税ベースが

侵食されていること、および給与所得という比較的同質な所得に対して、負担が過度に累進的となっ

ていることを指摘する。 

こうした特徴を持つわが国の所得税に対して、Mirrlees から始まる最適所得税の理論は異なる結

果を与えている。すなわち、所得税の手段として税率や控除だけではなく移転（税額控除）も活用

すべきであり、分配面から適切な移転を行いつつ、効率面からは限界税率をできるだけ低く、かつ

一律に近くするべきだというものである。 

これに対して、もし移転は社会保険による給付であり、所得税制の外で行われるものであるとす

るならば、高い控除と高い累進課税が最適となる場合がある。しかし、現実にはかなり大きな移転

が税を通じてなされており、それらを税制の範囲外におくことは適当ではない。ここからは、税と

移転の適切な組み合わせが必要とされる。この論文では、我々自身の計算によって Mirrlees および

その後の研究の結果を確かめつつ、税と移転の関係を明らかにし、わが国の所得税制改革への視点

を示す。 
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Ⅰ．はじめに 

 

わが国の所得税の改革が叫ばれて久しい。1988、

89 年度のいわゆる抜本的税制改革、および中堅所

得階層の負担の軽減を目指した 1994 年度の改革

を通じて、70 年代後半から 80 年代を通じて著し

く高まった税負担の軽減が図られた。しかし、現

在でも国税である所得税、および地方の住民税を

加えた労働所得への課税の負担感が解消されたわ

けではない。 

一方、高齢化にともなって、社会保険料の増大

が続いている。多くの国民にとっては、社会保険

料の負担が所得税・住民税による負担より大きく

なっているのが実情である。そうしたなかで、国

民一人一人の負担の実感である、税と社会保険料

を加えた公的負担は、すべての所得階層で軽減ビ

ころか、増加の一途をたどっている。 

こうしたなかで、この論文の目的は、わが国所

得税の現状と問題を明らかにして、その解決のた

めの抜本的な方法をさぐることである。以下では、

まず 1970 年以降の所得税の実態を検討する。つづ

いて、最適所得税の議論に基づいて、わが国の所

得税の改革について考える。 

わが国の所得税の展開において、1974 年度の減

税はその規模、および給与所得控除の上限の撤廃

や税率の引下げの面で空前の改革であった。しか

し、その後の財政再建のなかで、所得税負担が急

増し、それが上に述べた、1988、89 年度と 94 年

度の二つの改革を必要とした。この論文では、1970

年から現在に至る所得税の展開を示す。そして、

わが国の所得税の特徴として、(1)ブラケットク

リープによる負担の増大、(2)負担緩和のための控

除額の増大、および(3)負担の偏りと公的負担の増

大の3 点について、できるだけ実態に即して検討

を加える。 

以上の3 点の検討を通じて、大きな控除によっ

て課税ベースが侵食されていること、および給与

所得という比較的同質な所得に対して、負担が過

度に累進的となっていることを指摘する。つづく、

所得税の理論では最適所得税の議論の展開を踏ま

えつつ、こうした問題をかかえる税制をどのよう

にして改革していくべきであるか考える。 

まず、労働者の稼得能力に関して労働者と政府

の間で、情報が非対称な状況のもとで、所得税を

課すうえで生じる制約を明らかにする。つづいて、

これまでの最適所得税の議論から得られた結論を

要約する。以上を準備として、わが国の所得税の

特徴である、高い控除、高い累進性が望ましい税

制であるかについて検討を行い、それに代わる税

制の可能性について考える。 

最適所得税では、たんに理論だけではなく、適

切に設定されたパラメターのもとで、具体的な税

率構造を求めることが重要となる。最適所得税の

先駆的な業績である Mirrlees（1971）の論文が、

たんに理論経済学者だけでなく、応用経済学者や

実務家を含む多くの人々の関心を集めたのもまさ

にそこにあった。また、それ以降のこの分野の重

要な業績は、Mirrlees が数値解析で得た結論の妥

当性を吟味することに焦点をあてている。この論

文では、この点に配慮して補論を設け、最適所得

税の数値解析について解説を加える。計算プログ

ラム自身についてはふれないが、われわれの開発

したプログラムは、今後一橋大学公共経済学研究

室のホームページを通じて公開する予定である。
1）

1） ホームページ・アドレスは、http：//www.econ.hit-u.ac.jp/~kokyo/home.htmである。 
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Ⅱ．日本の所得税の現状－大きな控除と偏った負担 

 

この節の目的は、日本の所得税の現状を検討し、

改革を必要とされる問題とは何かさぐることであ

る。また所得税全体を扱うのではなく、そのなか

でももっとも大きな財源である給与所得（すなわ

ち、労働所得）への課税に限定して検討を進める。

時期的には、わが国の高度成長が幕を閉じようと

する 1970 年から現在までを扱うが、これは現在か

かえている問題は、1970 年代のはじめにその源を

発していると思われるからである。以下では、ま

ずこのほぼ 30 年にわたる期間の所得税を振り返

る。続いて、現在わが国の所得税の抱える問題を

3 点にしほり、それぞれについて検討を加える。 

 

Ⅱ－1．1970 年代以降の所得税の展開 

高度成長を通じて、毎年のように所得税は減税

され、国民は生活水準の向上を通じて経済成長の

実りを実感した。しかし、そうした成長第一主義

も 1970 年代に入ってかげりをみせる。それは、公

害問題による成長のひずみの是正や福祉政策への

期待の高まりとなって、大きな政府へと結びつい

ていった。年金給付の飛躍的な増大や高齢者医療

の無料化など、文字通り一夜にして、それまでの

仕組みを塗り替える改革が行われた。 

こうしたなかで、所得税においても 1974 年度

に「2 兆円減税」と呼ばれた大減税が行われた。

この減税は、当時の首相である田中角栄の強いサ

ポートのもとに断行された。その後の経済の急速

な減速、そしてそれにともなう歳入欠陥から、こ

の減税にはきびしい見方もある。しかし、わが国

の所得税においてどこかで、抜本的な改革が必要

とされていたことは、この当時において、すでに

明らかであったと思われる。 

この点を、当時大蔵省主税局長としてこの減税

の最前線にたった高木文雄は、つぎのように述べ

ている。 

「所得税というものについて、率直に言っ

て特に高額所得者をもっと軽減して、そのか

わり会社のカネで飲んだり、食ったりはだん

だんやめるということにしなければいかんで

はないか、私は何も知らずに執行の方から入

りましたから、そういう感じを非常に受けま

した。田中元総理のように強引なことを言わ

なければ、とてもこの減税はできなかったの

は間違いないのである。しかし、折あらば、

そういうことが言えるのじゃないかというこ

とを考えていたのが一つ、それには給与所得

控除が頭打ちになっておるのはどうもうまく

いかないのである。相当たたかれるかもしれ

ないけれども、思い切って頭打ちを取ってし

まったらどうだというようなこと、それは主

として主税局へ移ってきてからであるけども、

何かそういうことをしなければだめじゃない

かという考えを持っていたことは事実なので

ある。」2） 

この発言は、所得税を考えるうえで、示唆に富

んでいる。平等の名のもとに所得税の累進性を高

めれば、それは「会社のカネで飲んだり、食った

り」することを盛んにするだけだというのである。

当時の所得税の最高限界税率は 75％であり、それ

にそれぞれ4％と 14％であった道府県と市町村の

所得割住民税の最高税率を加えれば、所得への最

高税率は、93％にも達していた。そうしたなかで

高い税率は、フリンジベネフィットを氾濫させる

ことにより、租税回避を誘発させることになると、

高木は指摘している。 

こうした認識のもとに、控除額が大幅に引上げ

2) 平田敬一郎、忠佐市、泉美之松編、1979年、『昭和税制の回顧と展望（上）』第27章「昭和49年度の所得税の大減

税」、大蔵財務協会、698ページ 
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られた。この点に関して高木は、高額の給与所得

者の課税所得を引き下げるには、給与所得控除の

上限を撤廃することが必要だと言っているのであ

る。また、1974 年度の改正では、最低税率と最高

税率、および税率の段階数を据え置いたものの、

当時 1000 万円の課税所得の限界税率を、55％から

42％に引き下げるなど、思いきった改革が行われ

た。 

今から振り返れば、オイルショックのただなか

で行われた減税の規模、また税率のきざみを据え

置いたまま、給与所得控除の上限撤廃による控除

額の大幅な引き上げを行ったことなど、1974 年の

減税が適切であったかという疑問は残る。しかし、

毎年の改正では、所得税が労働に対して持つディ

スインセンティブを取り除くことは困難であり、

またその結果、租税回避行動がやまないというの

も事実である。それを思いきって是正しようとし

たという高木の指摘は、わが国の所得税を考える

上で、記憶にとどめておく価値はあると思われる。 

さて、この大減税のあと、1975 年度には今度は

国税のほぼ20％に達する3兆円の歳入欠陥が生じ、

赤字国債の発行に至った。その後の所得税は、財

政再建をはたすために、控除も税率もほとんど手

を加えられず、放置された。進行するインフレの

中で、所得税に物価調整がなされなかったため、

その税収は増大していった。 

図Ⅱ.1は、1970 年度から 98年度までの国税にし

める直接税と間接税の割合を示したものである。

1974 年度に所得税の税収比率が、38％から 34％下

がっているのは、上で述べた減税の効果である。

もっとも、物価上昇により企業所得が膨れたことに

よる法人税の増大が、所得税収の対的な大きさを 

 

 

 

（注）直接税には、所得税、法人税、相続税および地価税が含まれる。間接税は、国税合計 

  から直接税を除いたものであり、最近ではそのほぼ半分は消費税となっている。 

（出所）大蔵省主税局、『税制主要参考資料集』、各年度版。 
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小さくした面もある。その後、法人税収の割合は

80 年代を通じてほぼ一貫して減少を続ける。この

間、増大を続けたのは所得税であり、国税の 40％

近くの水準を持続的に続け、財政再建に寄与した。 

しかし、増大する所得税の負担の副作用も大き

かった。1974 年度の減税以降、所得税は 10 年間

以上放置された結果、負担感が高まった。1988、

89 年度にわたって行われた、いわゆる「抜本的税

制改革」では、そうした所得税のひずみを是正す

るために、10.5％から 70％へと 15 段階にわたっ

ていた税率の段階を、10％から50％の 5段階に簡

素化した。あわせて、基礎控除、配偶者控除額の

引上げが行われ、配偶者特別控除が新設された。

このように、抜本的と呼ばれた改革であったが、

所得税では課税ベースの拡大を前提に限界税率を

引き下げるという、本来の改革がなされたわけで

はなかった。また、所得税の改革と並行して、日

本版付加価値税である消費税が一律 3％の税率で

施行された。 

図Ⅱ.1 は、この改革によって所得税の税収比率

が下がっていることを示している。ただし、ここ

でも折からのバブル景気によって法人税収入が著

しく増大し、それが所得税収の割合を小さくした

という側面もある。また、この改革を境にして、

わが国の直接税と間接税の関係にも大きな変化が

生じたことがわかる。 

さて、バブル景気とその崩落のなかで、1989 年

をピークにして、法人税収は国税の36％から 20％

前半のレベルへと激減した。そのなかで、またし

ても、所得税へのしわ寄せが続き、その軽減が叫

ばれていった。そうしたなかで、1994 年度に所得

税の軽減が図られた。 

この改革では、ふたたび基礎控除、配偶者控除

をはじめとした控除の引上げが図られたが、その

一方で、いわゆる中堅所得者層の限界税率の引下

げが行われた。改革前、課税所得600万円から1000

万円に適用されていた限界税率 20％のブラケッ

トは、改革後は、所得900 万円から1800 万円へと

拡大され、この層の重税感の軽減をとくに図った。

この減税効果は、図Ⅱ.1 に所得税収の漸減として

現れている。この改革においても、消費税の引き

上げが図られ、その税率は（地方消費税部分を含

めて）5％となった。長引く不況のなかで、1998

年度の間接税収比率ははじめて 40％を超え、その

なかでも、消費税の割合は間接税収総額のほほ半

分をしめるに至っている。 

 

Ⅱ－2．日本の所得税の特徴（１）－ブラケットク

リープによる負担の増大 

1974 年度に大規模な減税が行われたこと、およ

びそれに続く財政再建の過程で所得税の国税にし

める割合が大きく上昇したことをみた。この減税

とほぼ同時におきたオイルショック以降、1980 年

代の半ばまではまた、インフレ率の高かった時で

もあった。74 年度の所得税の減税以後、控除額や

税率の改訂はほとんど行われなかったが、インフ

レの進行と実質所得の伸びは、それ自身で所得税

の負担を飛躍的に増大させていった。 

インフレと所得税の累進性によって、同一の購

買力を持つ所得への税率が上がることにより、実

質負担額が増大する。これをブラケットクリープ

と呼ぶが、この当時は実質所得もまた年率 2％か

ら 5％の範囲で伸びていた。その結果、所得税の

負担は大きく増大した。これが、われわれの指摘

したい日本の所得税の第 1 の特徴である。 

図Ⅱ.2 と図Ⅱ.3は、夫婦子二人（被扶養配偶者

と二人の子供を持つ家計）と単身のケースについ

て、平均税率を示したものであり、図Ⅱ.4 と図

Ⅱ.5 は、この二つの家計ついて限界税率を示して

いる。各図とも、1995 年度の価格で実質化した500

万円、1000 万円および 1500 万円の 3 つの所得を

とり、1970 年度から 98 年度までの平均と限界税

率を推計した結果を示している。すなわち、1995

年の価値で 500 万円、1000 万円および 1500 万円

の所得を有する家計の税負担を示している。なお、

図Ⅱ.2 から図Ⅱ.5 の、平均、限界税率ともに、国

税である所得税と、道府県および市町村の（所得

割）住民税の税率を加えたものである。 

図Ⅱ.2 と図Ⅱ.3から、平均税率の推移について

述べる。一見して明らかなように、1974 年度の減

税以後、負担は急増している。とくに、所得が上

がると、負担の増加の幅は大きく、1000 万円の場 
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合、1995 年度の 11.9％から 1983 度には 17.6％へ

と、5.7％ポイントも上昇している。2000 万円の

場合には、10％ポイントに近い幅で負担が増大し

ている。その後、1988、89 年度の「抜本的税制改

革」で負担は軽減するが、それは 1974 年度以降の

ブラケットクリープを取り戻すものではなかった。

この点は、図Ⅱ.3 の単身者のケースが興味深い。

500 万円の場合には、抜本的改革によって、所得

税の平均的負担はほほ 1974 年度の水準まで戻る

が、1000 万円、2000 万円の階層では、10 年以上

続いたブラケットクリープの後遺症は、依然とし

て解消していない。94 年度の改正によって、20

年間にわたる負担の増大が解消された。 

しかし、この間実質所得も上昇した。したがっ

て、購買力で等しいとされる所得で長期にわたる

負担を比較することには問題が残る。ここでは示

さなかったが、給与所得を 5分位に分け、各分位

の負担を 70年代以降求めると、所得のもっとも低

い第 1分位を除いて、1974 年度の水準にまで戻っ

ていない。とくに、第 4および第 5分位では、負

担の軽減は生じなかった。 

平均でみた税負担に続いて、図Ⅱ.4 と図Ⅱ.5

によって限界的な税負担をみる。負担の推移は、

平均の場合とほぼ同様であるが、いわゆるサラ

リーマンの中堅層の負担がきわめて大きく増大し

たことがわかる。1974 年度以降、1000 万円の所得

に対して、夫婦子二人の場合でも、限界税率は、

1974、75 年度の 30％から、1982、83 年度の 40％

へと 10％ポイント上昇した。単身の場合には、

33％から 45％へと、じつに 12％ポイントも増大し

 

 

     （出所）図Ⅱ.2 と同じ 
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     （出所）図Ⅱ.2 と同じ 

 

 

た。また、1988、89年度の抜本的改革による限界

税率の引下げ効果はわずかであり、94年度の改革

によってようやっと限界税率の引下げが行われた。

単身者の場合、抜本的改革によって限界税率がむ

しろ上がったことは、わが国の所得税改革におい

て、控除額の引き上げが先行し、経済行動により

大きな影響を持つと思われる限界税率の改正が遅

れたことを物語っている。 

Ⅱ－3．日本の所得税の特徴（2）－負担緩和のた

めの控除額の増大 

1974 年度の減税以降、財政再建の過程で生じた

ブラケットクリープの検討の最後の部分で、所得

税負担の軽減が行われる場合、控除額の拡大が先

行し、限界税率の引下げが遅れることを指摘した。

われわれは、わが国の所得税の第 2の特徴は、負

担緩和のために控除額がきわめて大きく膨れ上

がっていったことであると考える。ここでは、わ

が国の所得税の控除の実態を検討する。 

所得税の課税最低限は、扶養家族の数、所得額

などによって決定され、一律に定まるものではな

い。ここでは、大蔵省主税局の資料（『税制主要

参考資料集』、各年度版）に記載されている夫婦

子二人、および単身者の課税最低限を用いて、70

年代以降の推移をみる。検討に先立ち、課税最低

限がどのようにして求められているかについてご
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く簡単に述べる。単身者においては、基礎控除、

給与所得控除および社会保険料控除の合計を所得

別に求め、その合計額がちょうど所得額と等しく

なる値を課税最低限としている。夫婦子二人の場

合には、単身者の場合の控除額に、配偶者控除、

配偶者特別控除および扶養控除の額を加え、その

合計額が所得と等しくなった値を課税最低限とよ

んでいる。図Ⅱ.6は、こうして求められた課税最

低限の額を実質化して、さらに 1970 年度の額を

100 として、それ以降の課税最低限の大きさを示

したものである。 

この図から、1974 年度以降、財政再建の過程で、

課税最低限の実質額が大きく引下げられていった

ことがわかる。これは、インフレのもとで、各種

控除の物価調整を行わなかった結果であり、70年

代後半から 80 年代においてはげしいブラケット

クリープを引き起こした原因の一端がここにある。

その後、夫婦子二人の世帯と単身世帯の場合に大

きな差が生じる。 

1988、89年度の税制の抜本的改革によって、夫

婦子二人の世帯の課税最低限は、急激に増大する。

94年の改革も、この世帯の課税最低限をさらに一

段と高い水準へと引上げた。それに対して、単身

者の場合、抜本的改革による課税最低限の引上げ

の効果は微小であり、1998年においても、実質額

でみて 74年当時のレベルにとどまっている。この

ように、単身世帯と夫婦子二人の世帯とでは、課

税最低限は大きく異なっているが、その原因は、

扶養家族を抱えたいわゆる中堅層、ないしそれ以

下のサラリーマンの税負担の軽減を図るために、

そうした人々に適用される控除額の引上げを行っ

たためである。 

以上は、標準化した世帯に適用される控除を制

度にもとづいて検討したものであるが、わが国の

所得税の特徴を明らかにするためには、控除の実

態をさらにさぐる必要性がある。そこで、『税務

 

 

 
 

    （出所）大蔵省主税局、『税制主要参考資料』（各年度版）の課税最低限を実質化したもの 
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統計から見た民間給与の実態－国税庁民間給与実

態統計調査結果－（1997年度分）』（国税庁企画

課、1998 年）によって、所得階級別にさまざまな

控除がどのように利用されていたかを検討した。 

表Ⅱ.1は、給与所得を6つの階級にわけ、それ

ぞれの階級の区間平均所得、控除率、税率などを

示したものである（なお、ここでの所得は 2000

万円以下で打切られている）。各階級別に、利用

された詰所控除の合計額の所得額にしめる割合を

控除率とした。結果は、目を見張るものがある。

すなわち、1000 万円の所得階級まで、控除率はほ

ぼ 50％かそれ以上である。制度的にこのように大

きな控除率となることは、十分予想されてたが、

現実にも控除は課税所得を大きく侵食している。 

所得階級別にみたさまざまな控除の利用の実態

は、表Ⅱ.2 に示した。まず、その中の(1)は、諸

控除の給与所得にしめる割合を示したものである。

とくに指摘すべきことは、給与所得控除の大きさ

であろう。年収 500－800万円、800－1000 万円の

階級においても、給与所得控除が所得のそれぞれ、

28.6％、23.5％にも達していることは注目するに

催するであろう。また、社会保険料控除も大きな

割合となっている。保険料負担の適用される所得

に頭打ちがあるので、高額所得者の負担比率はや

や下がるが、年収 1000 万円の階級まで、年収の

10％近くに達している。 

表Ⅱ.2 の(2)は、所得階級別に諸控除の構成比

を示したものである。所得階級別に利用している

控除に違いがあるが、全般的に見て、給与所得控

除と社会保険料控除は、所得階級が上がっても、

重要な控除であることには変わりはない。その他

の控除では、働き盛りの年齢を反映して、扶養控

除の利用は高額所得者でより大きな割合となって

いる。 

サラリーマンの税負担軽減のために、控除額の

引上げが図られてきたことはすでに述べた。1987

年には、配偶者特別控除が創設され、1989 年度に

は、高校生や大学生を扶養家族に持つ世帯を対象

にして「年齢 16歳以上23歳未満の特定扶養親族」

のための控除が創設された。その利用の実態を示

したのが、表Ⅱ.2の(3)である。 

この表は、配偶者特別控除と特定扶養親族控除

の控除合計にしめる割合を所得階級別に示したも

のである。配偶者特別控除は、適用所得に上限が

あるため、その利用は頭打ちとなっている。これ

に対して、特定扶養親族控除は、高校生や大学生

を持つ所得階級の高い層でより利用されているこ

とがわかる。
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1970 年代後半から 80 年代を通じて生じた大幅

な税負担の増大を緩和するために、80年代の終わ

りから、「抜本的な」改革が行われた。しかし、

それらは、所得税の課税ベースを拡大し、税率を

思いきって引下げるという改革ではなく、課税

ベースを縮小し、平均的な税負担を下げるという

性格をより強く持っていたと思われる。抜本的改

革が皮肉にも、所得税の課税ベースの侵食を増大

してきたのである。 

Ⅱ－4．日本の所得税の特徴（3）－負担の偏りと

公的負担の増大 

控除額の引上げや新たな控除の創設を通じて課

税ベースが縮小されてきた結果、わが国の所得税

の負担には大きな偏りが生じることとなった。ま

た、人口の高齢化のなかで、年金や医療保険など

の保険料が増大することによって、税と社会保険

を合わせた公的負担が高い水準となっている。こ

の負担の偏りと公的負担全体の増大を、われわれ

は日本の所得税の第 3の特徴であると考える。以

下では、その実態を示す。 

図Ⅱ.7は、控除の実態の検討において用いた
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『税務統計から見た民間給与の実態（1997 年度

分）』（国税庁企画課）によって、給与所得と税

負担の所得階級別分布を示したものである。所得

階級は、これまでと同様の区分であるが、ここで

は、2000 万円を超える階級が含まれている。図中、

各所得階級の左側の縦棒は、それぞれの所得階級

の給与所得の割合を、右側の縦棒は、所得税額の

割合を示している。 

この図から、わが国の所得税の負担が、給与所

得 1000 万円以上の階級に大きく偏っていること

がわかる。800 万円までの階級では、その所得割

合より税負担の割合が低く、相対的に見た場合の

負担は軽い。年収 300－500万円の階級の場合、全

所得の 26.8％を得ていた一方、税負担は全体の

17.9％であり、所得比例で税が課せられた場合よ

り、かなり低い負担となっている。この所得割合

と税負担の割合が逆転するのは、年収 800万円以

上であり、とくに 1000 万円を超えると、負担が大

きく増加する。 

図Ⅱ.8は、図Ⅱ.7の二つの縦棒の比率を示した

もので、各所得階級の税負担の割合が所得負担の

割合と比べてどれほど高いかを示している。この

比率が 1を超えれば、負担は所得に対して比例以

上となる。図Ⅱ.7と囲Ⅱ.8によって、わが国の所

得税の負担が年収 1000 万円を超えると著しく増

大することがわかる。1000万円を超えると、所得

比例のじつに 72％増の負担となり、1500 万円を超

えれば、ほぼ2.7倍となる。2000万円を超えれば、

4倍以上である。 

その結果、給与所得者のなかの納税者全体の

5.8％、所得の 16.9％をしめる年収1000 万円以上

の所得階級が、税収の 37.5％を負担することに

なっている。負担が重いか、軽いかに関する価値

判断に答えを出すことは容易ではないが、この項
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のはじめに引用した、1974 年度の所得税減税の時

に大蔵省主税局長であった高木の言う、「所得税

というものについて、率直に言って特に高額所得

者をもっと軽減して、そのかわり会社のカネで飲

んだり、食ったりはだんだんやめるということに

しなければいかんではないか」という指摘は、そ

の後四半世紀たった現在も通用するのではないか。 

所得税の負担を考える場合、過度に重い負担、

とくに高い限界税率は、それを回避しようとする

さまざまな行動を誘発する。高木は、これを指し

て、「会社のカネで飲んだり、食ったり」と表現

したが、それにゴルフや社宅や高級車が加わり、

高い限界税率は、その実効性を失い、図Ⅱ.7によ

れば、1000－1500 万円の所得階級にずっしりと重

い負担がかかっていると思われる。 

以上、給与所得の税負担をみてきたが、国民に

とって負担は税だけではない。年金、医療や失業

保険、そしてこれからは介護保険も加わり、社会

保険負担も重要な問題となっている。すでに、控

除の実態の検討のなかで社会保険料控除が、すべ

ての所得階層を通じて重要となっていることを指

摘した。ここでは、そこで掲げた社会保険料控除

率（社会保険料の本人負担部分の所得比率）を社

会保険負担とみて、それを所得税負担と合計し、

公的負担とよぶ。 

結果は、表Ⅱ.3 に示した。年収 1000 万円まで

の階級では、平均でみて、所得税負担より社会保

険料の負担が大きい。しかし、社会保険料負担を

考える場合、負担はさらに大きいと考えるべきで

ある。サラリーマンの払っている社会保険料は、

雇用者と被用者が負担を半分ずつ払っていること

になっているが、税の帰着の議論からわかるよう

に、サラリーマンの労働供給がきわめて弾力的で

ない限り、たとえ会社がサラリーマンに代わって

保険料を払っているといっでも、会社分の負担も

サラリーマンに帰着すると考えてよいであろう。
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そこで、社会保険料の本人負担部分を 2倍にし

た場合の公的負担を表中に掲げた。負担の水準は、

すでに全所得階級で 20％を超えている。これに地

方の住民税を加れば、公的負担はますます増大す

る。最低でも所得の25％以上の負担であると思わ

れる。しかも、高齢化による社会保険料の引上げ

は、今まだ緒についたばかりである。このように、

一人一人の国民が実感する公的負担は、すでにき

わめて高い水準に達したと言うべきである。 

公的負担の増大は、所得税において、次の二つ

の重要な問題を提起している。まず、このまま、

社会保険料を課税ベースから全額控除し続ければ、

課税所得はますます縮小し、その上に一定の税収

をあげようとすれば、限界税率の引下げは不可能

になるということである。まさに、所得税の改革

と逆行する事態が生じることになる。 

一方、社会保険を通じるさまざまな社会保障給

付がなされている。ここで問うべき問題は、こう

した給付をこれまでのように、すべて社会保険料

に裏づけされた、社会保障給付であると考えるこ

とができるかである。基礎年金の場合であれば、

その給付の 3分の 1はすでに国庫からの補助金よ

りなっており、すでに保険ではない。医療におい

ても、国民健康保険、政府管掌健康保険制度およ

び老人保健制度すべてについて、同様の問題が生

じている。 

税は、年金、医療への給付の財源となっている

のである。とすれば、税制の役割は、たんに税を

どう徴収するかだけではなく、その歳出の重要な

部分である所得移転に着目して、税を社会保障と

一体に考えるべきでないのか。税制の言葉でこれ

を表せば、移転給付は、税の還付、ないし税額控

除（タックス・クレジット）であり、これを税制

の柱の一つとして組み込むことが必要となる。こ

の場合、もはや保険の機能を十全に果たしていな

い社会保険料は、「社会保険税」として徴収し、

社会保険料の控除による課税ベースの侵食を認る

べきではないであろう。このように、高齢化によ

る社会保険料の引上げ、およびそれによもなう公

的負担の増大は、わが国の所得税のこれまでのあ

り方の根本からの見直しを必要とすると思われる。 
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Ⅲ．Ⅲ．Ⅲ．Ⅲ．最適所得税論 
 

 

Ⅲ－1．三つの課題 

 本節では、次の三つの課題を扱う。まず、第

1 の課題は、情報の非対称性と最適所得税体系

の関係を考察することである。個人の能力を識

別できる場合、政府は個人の能力に応じて、異

なる定額移転、定額税を組み合わせて、ファー

ストベストの配分が達成可能である。しかし、

現実の政府は個人の能力を識別できないので、

各個人が自らの意思で、政府の意図する行動を

取るように、課税政策を設定する必要がある。 

その場合、最適所得税体系は、労働供給に歪み

をもたらす労働所得税を導入する必要があると

いう結論が導かれる。ここでは、2 人経済、そ

して、能力分布が連続型の場合に分けて、情報

の非対称性の最適所得税体系にもたらす効果を

示す。 

 第 2 の課題は、最適所得税に関する研究が導

いた結論を整理することである。Mirrlees

（1971）は、数値例から、非常に興味深い結論

を導いている。第 1 に、最適所得税体系の税率

は、現行税制を支持する程高い税率ではない。 

第 2 に、最適所得税体系の限界税率は、所得の

上昇に応じて、低下していくという意味で逆進

的である。第 3 に、最適所得税体系の限界税率

の傾きは、両極を除いて、緩やかであり、線形

近似可能である。この結論に対して、数値例に

より導かれた結論であるため、パラメータや関

数形に依存する結論なのではないのかという疑

問が残る。この疑問を検証するためには、関数

形やパラメータを変更した上で、Mirrlees

（1971）と同様の分析をする必要がある。ここ

では、Mirrlees（1971）、そして、Mirrlees（1971）

以後の最適所得税に関する研究の結論を検討す

る。 

 第 3 の課題は、最適所得税論の観点から、日

本の所得税体系を検討することである。前節で

指摘したように、日本の所得税体系の特徴は、

高い控除額と高い限界税率の組み合わせにある。 

本論文では、もし、社会保障等による所得補償

政策が不十分であるならば、現状の高い控除額、

そして、高い限界税率という日本の所得税体系

を肯定しうることを示す。と同時に、所得補償

政策と所得税体系を総合的に決定できるならば、

高い控除額を廃止して、所得補償政策を充実す

る政策が望ましいことを示す。 

 本節の構成は、以下の通りである。2 項では、

情報の非対称性と最適所得税体系の関係を考察

する。3 項では、最適所得税に関するこれまで

の研究を検討する。4 項では、最適所得税論の

立場から、日本の所得税体系を検討する。 

 

Ⅲ－2．情報の非対称性と最適所得税体系 

 Mirrlees（1971）の最適所得税論への貢献は、

情報の非対称性を最適所得税論に導入したこと

である。ここでは、情報の非対称性の最適所得

税体系にもたらす効果を示す。以下では、まず、

稼得能力の低い個人と稼得能力の高い個人の 2

人経済における情報の非対称性と最適所得税の

関係を示す。次に、能力の分布が連続型の場合

における情報の非対称性と所得税体系の関係を

示す。 

 

Ⅲ－2－1．2 人経済の場合 

 ここでは、稼得能力の低い第 1 個人と稼得能

力の高い第 2 個人により構成される経済におい

て、情報の非対称性と最適所得税体系の関係に

ついて述べる。第 1 個人の効用（u1）は、消費
（c1）と労働時間（l1）からなる関数であると
する。 

 

 

u1＝v1（c1、l1）            （1） 
 

 課税前所得（y1）を労働時間（l1）からなる
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関数と仮定すると、第 1 個人の効用（u1）は、
消費（c1）と課税前所得（y1）にからなる関数
に変形できる。 

 

u1＝v1（c1,l1（y1））＝u1（c1,y1）     （2） 
 

 第 1 個人への課税額をt1とすると、その予算
制約式は、次のようになる。 

 

c1＝y1－t1              （3） 
 

 第 1 個人と同様に、第 2 個人の効用（u2）も、
消費（c2）と課税前所得（y2）からなる関数で
あるとする。 

 

u 2＝u 2（c2,y2）            （4） 
 

 第 2 個人への課税額をt2とすると、その予算
制約式は、第 1 個人と同様に、次のようになる。 

 

c2＝y2－t2              （5） 
 

 政府は、稼得能力の高い第 2 個人から税（t2

＜0）を取り、稼得能力の低い第 1 個人に所得移

転（t1＞0）をおこなう政策を取る。 
 

t1＋t2＝0              （6） 
 

 社会的厚生関数（G）は、第 1 個人の効用（u1）
と第 2 個人の効用（u2）の関数であるとする。 
 

Ｇ＝Ｇ（u1,u2）            （7） 
 

 社会的厚生を最大化するファースト・ベスト

の配分は、以下の問題を解くことによって求め

ることができる。 

 

 

max Ｇ（u1,u2）           （8） 
 

u1＝u1（c1,y1）            （9） 

 
u2＝u2（c2,y2）            （10） 
 

c1＋c2＝y1＋y2            （11） 
 

上記の問題の解は、次の通りである。 

 

dc1

dy1＝－ 
uy1

uc1
＝1            （12） 

 

dc2

dy2＝－ 
uy2

uc2
＝1            （13） 

 

 このようにファースト・ベストのもとでは、

第 1 個人、第 2 個人ともに、消費と課税前所得

の限界代替率は 1 となる。つまり、政府が各個

人のタイプを識別可能な場合、個人のタイプに

応じて、定額税を課すか、または、定額移転を

おこなうことにより、社会的厚生を最大化する

ファーストベストな配分が達成できる。図Ⅲ．1

は、ファースト・ベストな配分を示したもので

ある。ファースト・ベストな配分は、第 1 個人、

第 2 個人ともに、45 度線（消費－課税前所得）

に接する点となる。 

 図Ⅲ．2 は、図Ⅲ．1 に、第 2 個人の無差別曲

線（Ｕ1,Ｕ2）を書き加えたものである。Ｕ2 は

（c2,y2）を通る第 2 個人の無差別曲線であり、

Ｕ1 は（c1,y1）を通る第 2 個人の無差別曲線で
ある。 

図Ⅲ．2 の場合、Ｕ1＞Ｕ2となる。従って、政府

が個人の能力を識別できない場合には、第 2 個

人は、第 1 個人であると申告して、（c1,y1）の
配分を選ぶだろう。つまり、上記のファースト・

ベストな配分は、実現不可能な配分ということ

になる。 

 政府が、個人の能力を識別不可能な場合、実

現可能な配分であるためには、稼得能力の高い

第 2 個人が、第 1 個人に提示された配分（c1、
y1）よりも、第 2 個人に提示された配分（c2、
y2）を自発的に選択する必要がある。すなわち、
以下の式が成立する必要がある。 
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u2(c2,y2)＞ u2(c1,y1) （14） 

 

 この制約式は、誘因整合制約（Incentive 

compatibility）、または、自己選抜制約（self 

selection）と呼ばれている。 

 誘因整合制約を満たした上で、社会的厚生を

最大化するセカントベストを導くラグランジェ

式は、以下のようになる。 

 

 

L ＝G (u1,u2)＋λ1(u1(c1,y1)－ u1 
 ＋λ2(u2(c2,y2)－ u2) 
 ＋μ(y1＋y2－ c1－ c2) 
 ＋σ(u2－ u2(c1,y1))  （15） 

 

 このラグランジェ式を最大化すると、次の結

果を導くことができる。3） 

 
 

 

3) 任意の配分(ĉ,ŷ )おいて、常に、uy
1(ĉ,ŷ )
uc1(ĉ,ŷ )

 ＜
uy2(ĉ,ŷ )
uc2(ĉ,ŷ )

 が成立すると仮定する。 

図Ⅲ．1 2人経済におけるファースト・ベスト 

図Ⅲ．2 実行可能な配分 
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dc1

dy1 ＝－
uy1

uc1
 ＝－

uy1

uc1
 ･ 
G1u 1c－σu 2c (C 1,y1)
G1u 1c－σu 2c (C 1,y1)

 ＜ 

  －
G1uy1－σuy2(c 1,y1)
G1uc1－σuc2(c 1,y1)

 ＝1 （16） 

 

dc2

dy2 ＝－
uy2

uc2
 ＝1 （17） 

 

 図Ⅲ．3 は、誘因整合制約条件を満たした上

で、社会的厚生を最大化するセカンド・ベスト

を示したものである。U 2 は、(c 2,y2)を通る第 2
個人の無差別曲線である。第 1 個人への配分

(c 1,y1)が、無差別曲線(U 2)より右上にある場合、
第 2 個人は、(c 2,y2)を選択せず、(c 1,y1)を選択
する。B1B1 は、資濾制約式である。資源制約を
満たすには、B1B1 の左下にある必要がある。誘
因整合制約を満たし、さらに、資源制約を満た

し、第 1 個人の効用を最大化する点は D1 となる。
ただし、 D1 点を通る 45 度線は D1 点を通る第 1
個人の無差別淑徳(U 1)に接していない。この配
分を実現するためには、労働供給に歪みを与え

る課税が必要となる。 

 ここでの議論を整理すると、以下のようにな

る。第 1 に、個人のタイプが識別可能な場合、

政府は、個人のタイプに応じて、定額移転、定

額税を課すことにより、社会的厚生を最大化す

るファースト・ベストの配分を達成することが

できる。第 2 に、個人のタイプが識別不可能な

場合、政府は、各タイプの個人が、自発的に政

府の意図する配分を選択をするように、課税計

画を定める必要がある。このような条件を誘因

整合制約、または、自己選抜制約と呼ぶ。第 3

に、誘因整合制約を考慮した場合、ファースト・

ベストの配分は、達成不可能である場合がある。

誘因整合制約が働くセカンド・ベストにおいて

は、労働供給に歪みをもたらす労働所得税の導

入が求められる。 

 

ⅢⅢⅢⅢ－2－2．連続型の場合 

 以上タイプの異なる第 1 個人と第 2 個人によ

り構成される 2 人経済における情報の非対称性

と最適所得税体系の関係を分析したが、ここで

は、能力の分布が連続である経清における誘因

整合制約について考察する。すべての個人の効

用(u)は、消費(c)と労働供給(l)による関数(v)
であると仮定する。 

 

u＝v (c ,l ) （18） 

 

 個人の稼得能力を賃金θであるとみなして、

θの能力を持つ個人の課税前所得(y)は、労働
供給(l )と稼得能力(θ)を掛けたものとする。 
 

図ⅢⅢⅢⅢ．3 2人経済におけるセカンド・ベスト 
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y＝θ l  （19） 

 

 効用関数(v)は、消費(c)、課税前所得(y)、
能力(θ)による関数(u)に書き換えることがで
きる。 

 

v (c ,l )＝v(c ,y /θ)＝u(c ,y ,θ) （20） 

 

 個人の予算制約式は、課税額を t とすると、
次のようになる。 

 

c＝y－ t （21） 

 

 図Ⅲ．4 は、任意の課税計画(c(θ),y (θ))を
図にしたものである。 

図の見方であるが、θの稼得能力を持つ個人に

は、y(θ̂)の課税前所札 c(θ̂)の消費という配分
がなされる。この場合のθ̂の能力を持つ個人の

負担する税額は、t(θ̂)(＝y(θ̂)－ c(θ̂))となる。
政府が個人の能力(θ)を識別出来る場合、いか

なる課税計画(c(θ),y (θ))であろうとも、それ
を個人に選択させることが可能である。 

 しかし、政府が個人の能力を識別できない場

合には、状況が異なる。図Ⅲ．5 は、図Ⅲ．4

に、θ̂の能力を持つ個人の無差別曲線を 2 本書
き 加 え た も の で あ る 。 政 府 の 設 定 す る

(c(θ̂),y (θ̂))を通るθ̂の稼得能力を持つ個人の

無差別曲線(Ŵ (θ̂))と(c(‾θ),y (‾θ))を通るθ̂の
能力を持つ個人の無差別曲線(‾W (θ̂))と比較し
た場合、‾W (θ̂)＞Ŵ (θ̂)となる。政府が、個人の
稼得能力(θ)を識別できない場合、θ̂の能力を

持つ個人は、(c(θ̂),y (θ̂))の配分を選択せず、
別の配分を選択するだろう。このような課税計

画(c(θ),y (θ))は、実行不可能である。 
 そこで、次に、政府が個人の稼得能力(θ)を

識別出来ない場合、実行可能な課税計画

(c(θ),y (θ))は、以下の条件を満たす必要があ
る。ここで、θの接待能力を持つ個人が、政府

の設定する課税計画に従った場合に得られる効

用を W (θ)とする。 
 

W (θ)＝u(c(θ),y (θ),θ) （22） 

 

 課税計画が実行可能であるためには、θ̂の能
力を持つ個人にとって、政府が提示する課税計

画(c(θ),y (θ))により可能となるすべての配分

の中で、効用を最大化する配分が(c(θ̂),y (θ̂))
である必要がある。 

 

W (θ̂)＝m a
θ
x u (c(θ),y (θ),θ̂) （23） 

 

 この問題を解くと、次の式が成立する。（以

図ⅢⅢⅢⅢ．4 課税計画 
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下では、Ẇ ＝
dW
dθ ,ẏ＝

dy
dθ ,ċ＝

dc
dθ とする。）

4） 

 

ucċ ＋uｙẏ ＝0 （24） 
 

 政府が、個人の能力(θ)を識別できない場合、

実行可能な課税計画(c(θ),y (θ))は、（24）式
を満たさなければならない。このことは、図Ⅲ．

6 のように(c(θ̂),y (θ̂))を通るθ̂の稼得能力を
持つ個人の無差別曲線(Ŵ )が課税計画(c(θ),y  
(θ))に接することを意味している。 

 最適所得税の問題を定式化する準備として、

次の関係を導いておく。 

 
 ˙W (θ)＝ucċ ＋uｙẏ ＋uθ＝uθ （25） 

 

ⅢⅢⅢⅢ－3．最適所得税論の展開 

 最適所得税論が、解析的手法により導いた結

論は、以下の通りである。第 1 に、最適所得税

体系において、最高の能力を持つ個人の限界税

率はゼロである。第 2 に、最適所得税体系にお

ける限界税率は、0％から 100％の間にある。こ

れだけでは、現実の課税政策に対して、とくに、

意味があるとは思われない。そこで、課税政策

に意味のある結論を導くためには、数値解析に

よって分析する必要がある。 

 Mirrlees（1971）は、数値解析による分析に

より、次の結果を得た。第 1 に、最適所得税体

系における限界税率は、現行税制ほど高くない。

第 2 に、最適所得税体系は、所得の上昇に応じ

て、限界税率が低下していく。第 3 に、最適所

得税体系は、両極を除いて、線形近似可能であ

る。この結論に対して、パラメータや関数形の

仮定に依存する結論ではないのかという疑問が

持たれる。Mirrlees（1971）以後の最適所得税

論は、この疑問を検討することに力を注いでき

た。ここでは、Mirrlees（1971）の結果の頑健

性について、Mirrlees（1971）以後の研究を通

して検討していく。なお、Mirrlees（1971）の

問題、および、その解析、数値解法については

補論で述べる。 

図ⅢⅢⅢⅢ．5 実行不可能な課税計画 

4) 直観的な証明をおこなう。 

u (c(θ＋∆),y (θ＋∆),θ)＝u (c(θ),y (θ),θ)＋∆(ucċ ＋uｙẏ ) 
uｙẏ ＋ucċ ＞0の場合、∆＞0とすると、u (c(θ＋∆),y (θ＋∆),θ)＞u (c(θ),y (θ),θ)となる。 
uｙẏ ＋ucċ ＜0の場合、∆＜0とすると、u (c(θ＋∆),y (θ＋∆),θ)＞u (c(θ),y (θ),θ)となる。 
つまり、(23)式を満たすためには、uｙẏ ＋ucċ ＝0である必要がある。 



日本の所得税 

－149－ 

ⅢⅢⅢⅢ－3－1．Mirrlees（1971） 

 Mirrlees（1971）のモデルの基本的特徴は、

以下の 4 点である。第 1 に、能力のばらつきの

ある個人により構成される経済を分析対象とす

る。ただし、政府は、個人の能力を識別できな

い。第 2 に、全ての個人の効用関数は等しいと

仮定されている。第 3 に、財は消費財と労働の

みにより構成されている。第 4 に、生産関数は

線形である。上記の特徴は、Mirrlees（1971）

以後の最適所得税論の先行業績にも受け継がれ

ている。 

 すべての個人は、同じ効用関数を持つと仮定

している。効用関数(u)は、消費(c)と労働(l)
による以下のような関数とする。 

 

u (c ,l )＝log(c )＋log(1－ l) （26） 

 

 この場合、消費と余暇の代替の弾力性は 1 で

ある。また、個人の持つ稼得能力(θ)は多様で

あり、能力の分布の密度関数はφ(θ)とする。

さらに、生産関数は線形なので、労働時間(l)
に稼得能力(θ)を掛けたものが課税前所得(y )
となる。 

 

y (θ)＝l(θ)θ （27） 

 

 社会の総生産額(∫
 ∞
0 y (θ)φ(θ)dθ)の一定割

合(＝1－ r )を政府が消費すると仮定する。 
 

r＝
∫
 ∞
0 c (θ)φ(θ)dθ

∫
 ∞
0 y (θ)φ(θ)dθ

  （28） 

 

 最適所得税体系とは、この予算制約を満たし、

さらに、前項で示した誘因整合制約（Incentive 

compatibility）を満たした上で、社会的厚生関

数∫G(u(c,y ,θ))φ(θ)dθを最大化する課税政策
のことである。個人の効用(u)の社会的厚生に
与える影響のウェイトを定める関数(G)は、以
下のように仮定する。 

 

G (u )＝－
exp(－βu)
β   （29） 

 

β＝0 の場合は、功利主義型社会的厚生関数と

なり、β＝∞の場合は、ロールズ主義型社会的

厚生関数となる。βが大きくなれば、大きくな

るほど平等を重視することになる。 

 表Ⅲ．1 は、Mirrlees（1971）の分析結果を

示したものである。最適所得税体系における課

税前所得(y)と限界税率の関係を表にしたもの
である。図Ⅲ．7 は、Mirrlees（1971）のケー

図ⅢⅢⅢⅢ．6 実行可能な課税計画 
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ス 1 をわれわれが追試した結果を示したもので

ある。横軸は課税前所得(y)を示し、縦軸は限
界税率を示している。表Ⅲ．1、図Ⅲ．7 より分

かることは、すでに述べたように、以下の 3 点

である。第 1 に、最適所得税体系における限界

税率は、現行税制を説明できるほど高くない。

第 2 に、最適所得税体系における限界税率は、

所得の上昇とともに低下していく。第 3 に、両

極を除いて、最適所得税体系は線形近似可能で

ある。以下では、Mirrlees（1971）以降の研究

を概観し、この結論の意味を探る。 

 

ⅢⅢⅢⅢ－3－2．Stern（1976） 

 Mirrlees（1971）は、最適所得税体系におい

て、現行税制の所得税の高さを説明することは

出来ないと主張している。Mirrlees（1971）は

消費と余暇の代替の弾力性を 1 と仮定している

が、現実の緯済において、消費と余暇の代替の

弾力性はそれほど高くない。Stern（1976）は、

消費と余暇の代替の弾力性を現実的な値に変更

した上で、最適税率を求めている。その場合に

は、最適所得税体系においても、現行税制の所

得税の高さを説明できることを示している。 

 Mirrlees（1971）と stern（1976）のモデル

の最大の相異点は、Mirrlees（1971）が最適非

線形所得税体系を分析しているのに対して、

Stern（1976）が最適線形所得税体系を分析して

いることである。さらに、以下の 3 点でも異なっ

ている。第 1 に、効用関数が CES 型関数を仮定

されている点である。 

 

u (c ,l )＝(δc－γ＋(1－δ)(1－l)－γ)－1/γ （30） 

表ⅢⅢⅢⅢ．1 Mirrlees（1971） 

図ⅢⅢⅢⅢ．7 Mirrlees（1971）ケース1 
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 消費と余暇の代替の弾力性(e)は、以下のよ
うになる。 

 

e＝
1

 1＋γ   （31） 

 

 第 2 に、個人の効用(u)の社会的厚生に与え
る影響のウェイトを定める関数(G)が、以下の
ような関数に仮定されている点である。 

 

G (u )＝u v /v  （32） 
 

 v＝1 の場合は、功利主義型社会的厚生関数で
あり、v＝－∞の場合、ロールズ主義型社会的
厚生関数である。ここでは、v が小さくなれば、
小さくなるほど平等を重視ることになる。 

 第 3 に、政府の予算制約式が、以下のように

仮定されている点である。 

 

R＝∫
 ∞
0 (y (θ)－c(θ))φ(θ)dθ （33） 

 

 表Ⅲ．2 は、Stern（1976）の分析結果を示し

たものである。消費と余暇の代替の弾力性(e)
と最適税率の関係を示している。この表から導

かれる結論は次のようになる。第 1 に、消費と

余暇の代替の弾力性が高いほど、最適税率が低

くなり、そして、消費と余暇の代替の弾力性が

低いほど、最適税率は高くなる。第 2 に、社会

的厚生関数が平等を重視するものになるほど、

最適税率は高くなり、そして、社会的厚生関数

が効率を重視するものになるほど、最適税率は

低くなる。第 3 に、Stern（1976）は、現実の経

済における消費と余暇の弾力性(e)を 0.4 程度

であると推定している。この場合、現行税制に

おける税率の高さを説明することができる。つ

まり、最適所得税体系の税率が、現行税制を説

明しうるほど高くないという Mirrlees（1971）

の主張は否定される。 

 

ⅢⅢⅢⅢ－3－3．Tuomala（1984） 

 Tuomala（1984）は、効用関数の仮定を除いて、

Mirrlees（1971）のモデルと共通の枠組みで分

析している。Tuomala（1984）は、効用関数を以

下のような関数と仮定している。 

 

u (c ,l )＝－ 1/c－ 1/(1－ l ) （34） 

 

 この場合の消費と余暇の代替の弾力性は 0.5

となる。 

 表Ⅲ．3 は、Tuomala（1984）の分析結果を示

したものである。最適所得税体系における個人

の累積密度（累積密度が 0 の場合、稼得能力は

0 となり、累積密度が 1 の場合、稼得能力は無

限大となる。）と限界税率の関係を表にしたも

のである。図Ⅲ．8 は、Tuomala（1984）のケー

表ⅢⅢⅢⅢ．2 Stern（1976） 
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ス 1 をわれわれが追試した結果である。最適所

得税体系における課税前所得と限界税率の関係

を示したものである。横軸は課税前所得(y)を
示し、縦軸は限界税率を示している。表Ⅲ．3、

図Ⅲ．8 から導かれる結論は、以下の通りであ

る。第 1 に、最適所得税体系における限界税率

は、現行税制を説明可能な高さを持つ。第 2 に、

最適所得税体系における限界税率は、所得の上

昇に応じて、限界税率が下落していくという意

味で逆進的である。第 3 に、最適所得税体系に

おける限界税率の傾きは、線形近似可能なほど

緩やかではない。Mirrlees（1971）の主張する

最適所得税体系の線形近似性は否定される。 

 

ⅢⅢⅢⅢ－3－4．Kanbur、Tuomala（1994） 

 先進諸国における所得税体系は、所得の上昇

に応じて、限界税率が上昇していく超過累進課

税を採用している。Mirrlees（1971）､Tuomala

（1984）等の最適所得税論の先行業績が導いた

数値例は、所得の上昇に応じて、限界税率が低

下していくものである。最適所得税論の枠組み

では、現実の所得税体系を説明できないのだろ

うか。Kanbur、Tuomala（1994）は、所得の上昇

に応じて、限界税率が上昇していく数値例を示

している。 

 Kanbur、Tuomala（1994）は、能力の分布のパ

ラメータの仮定を除いて、Tuomala（1984）と同

様の枠組みで分析している。最適所得税論の能

力の分布は、能力の対数(log(θ))が平均(μ)、分

散(σ2)の正規分布に従う対数正規分布であると

仮定されている点で共通している。Mirrlees

（1971）、Stern（1976）、Tuomala（1984）は、

σを 0.39 と仮定しているのに対して、Kanbur、

Tuomala（1994）は、σ＝0.39、0.7、1 と仮定

を変更した上で議論を進めている。 

 表Ⅲ．4 は、Kanbur、Tuomala（1994）の分析

表Ⅲ．3 Tuomala（1994） 

図Ⅲ．8 Tuomala（1984）のケース1 
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結果を示したものである。最適所得税体系にお

ける累積密度と限界税率の関係を表にしたもの

である。σ＝0.39 であるケース 1 の場合、所得

の上昇に応じて、限界税率は低下していく。こ

の結果は、Mirrlees（1971）､Tuomala（1984）

の導いた結論と整合的である。それに対して、

σ＝0.7 であるケース 2 の場合、ある一定の所

得まで、限界税率は上昇する。つまり、最適所

得税体系は超過累進的である。この結果は、

Mirrlees（1971）、Tuomala（1984）の導いた結

論と異なる。図Ⅲ．9 は、Kanbur、Tuomala（1994）

のケース 2 をわれわれが追試した結果である。

横軸は累積密度を示し、縦軸は限界税率を示す。

最適所得税体系は、ある一定の所得まで、所得

の上昇に応じて、限界税率を上昇させていく。

つまり、最適所得税体系は、超過累進課税とな

る。最適所得税体系は逆進的であるとする

Mirrlees（1971）の主張は否定される。 

 ただし、注意しなければならないのは、Kanbur、

Tuomala（1994）の導いた数値例においては、最

高の税率と最低の税率の差が 10％あるかどう

かという点である。その差は、現実の最高税率

と最低税率の差を説明出来ない。Kanbur、

Tuomala（1994）は、超過累進課税を肯定する数

値例を提示したが、現実の所得税体系を説明し

うる例を提示したわけではない。 

 

ⅢⅢⅢⅢ－4．最適所得税論による日本の所得税の分析 

 Ⅲ節で示したように、日本の所得税の特徴は、

中堅層に高い限界税率と高い控除額にある。ここ

では、日本の所得税の特徴を最適所得税論の観点

から検討する。ここで導いた結論を整理すると、

以下のようになる。第 1 に、所得税率と同時に、

定額移転の額を決定する場合、最適所得税体系

は、ほぼ線形となる。第 2 に、定額移転を与件

として、所得税率のみを決定する場合、最適所

表ⅢⅢⅢⅢ．4 Kanbur、Tuomala（1994） 

図ⅢⅢⅢⅢ．9 Kanbur、Tuomala（1994）ケース 2 
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得税体系は、定額移転が小さければ、所得の上

昇に応じて、限界税率が上昇していくものとな

り、また、定額移転が大きければ、所得の上昇

に応じて、限界税率は低下していくものとなる。 

 日本の所得税体系への政策的合意は、もし、

日本の社会保障等の所得補償が不十分であるな

らば、高い控除額、そして、中堅層への高い限

界税率という現状の日本の所得税体系を肯定し

うる。（日本の所得補償政策が不十分であるか

どうかについては、大いに議論が残ると思われ

る。）それに対して、社会保障等の所得補償政

策と所得税体系を同時に決定できるならば、高

い控除を廃止して、所得補償政策を充実する政

策が望ましいことを示している。 

 以下ではまず、最適所得税体系の線形近似性

について再検討し、次に、所得補償政策と最適

所得税体系の関係について検討する。 

 

ⅢⅢⅢⅢ－4－1．線形近似性 

 Mirrlees（1971）が示した最適所得税体系は、

所得の上昇に応じて、限界税率が低下していく。

ただし、その限界税率の傾き 5）は、両極を除い

て、緩やかであり、線形近似可能である。それ

に対して、Tuomala（1984）が示した最適所得税

体系の限界税率の傾きは急であり、線形近似不

可能である。ここでは、最適所得税体系の線形

近似性について、2 つの視点から再検討する。

第 1 に、Mirrlees（1971）、Tuomala（1984）に

おける最適非線形所得税体系と最適線形所得税

体系をそれぞれ計算し、その形状を比較する。

第 2 に、Tuomala（1984）の最適非線形所得税体

系の経済厚生と最適線形所得税体系の社会的厚

生を計算し比較する。 

 図Ⅲ．10 は、Mirrlees（1971）のケース 1 に

おける最適非線形所得税体系と最適線形所得税

体系における課税後所得と課税前所得の関係を

比較したものである。図Ⅲ．11 は、Tuomala

（1984）のケース 1 における同様の比較をした

ものである。この図から、以下の結論が導ける。

第 1 に、最適非線形所得税体系は、最適線形所

得税体系と比較して、中堅層に税負担が重く、

低所得者層、高所得者層への税負担が軽くなる。

第 2 に、Mirrlees（1971）の場合、最適所得税

体系が線形近似可能であるという印象であるが、

Tuomala（1984）の場合、線形近似可能であると

いう印象ではない。 

 社会的厚生の側面から、最適非線形所得税体

系と最適線形所得税体系を比較する。表Ⅲ．5

は、Tuomala（1984）のモデルにおける最適非線

形所得税体系の経済厚生と最適線形所得税体系

の経済厚生を比較したものである。いずれの場

合も、ほとんど差がない。つまり、社会的厚生

という側面から考えれば、Tuomala（1984）のモ

デルにおいても、最適所得税体系は線形近似可

能である。 

 

ⅢⅢⅢⅢ－4－2．所得補償政策 

 先進諸国は、例外なく、所得の上昇に応じて、

限界税率が上昇していく所得税体系（以後、累

進課税 6）と呼ぶ）を採用している。個人の負担

能力に応じて、税を負担することが、所得分配

の平等化を促進し、社会的厚生を改善するとい

う論理が、累進課税を支えている。しかし、近

年においては、高所得者層に対するあまりにも

高い限界税率が、非効率的であるとして、累進

課税の見直しが進められている。議論は公平を

重視する側に立つ場合、累進課税を支持し、そ

して、効率を重視する側に立つ場合、累進課税

の見直しを支持することになる。 

 前項で示したように、最適所得税論は、Kanbur、

Tuomala（1994）を除いて、累進課税を支持して

いない。この緒論は、社会的厚生関数を公平を

重視するものに変更しても変わらない。また、

Kanbur、Tuomala（1994）は、累進課税を支持す

5) 限界税率の傾きを数学的に表現すると、
d（１- dcdy ）

dy  となる。 

４) 厳密な表現は、超過累進課税である。 
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るケースを示しているが、限界税率の上昇の傾

きは緩やかであり、限界税率の上昇の傾きが急

である現実の所得税体系を説明できるケースを

示していない。 

 累進課税を支える論理と最適所得税論の結論

との相違は、何に由来するのだろう。最適所得

税論は、社会的厚生を最大化する所得税体系と

同時に、所得補償政策を内生的に決定している。 

それに対して、累進課税を支持する論理は、所

得補償政策を与件として、または、所得補償政

策を無視して、一定の税収制約を満たした上で、

社会的厚生を最大化する所得税体系を求めてい

るのではないだろうか。この相違が、異なる結

論を導いているのではないだろうか。 

 ここでは、Stern（1976）の枠組みを前提とし

て、税収関数(t)が 2 次関数の場合の最適所得

税体系を分析をする。 

 

t (y )＝－ TR＋t1y＋t2y 2 （35） 

 

 表Ⅲ．6 は、税収関数を 2 次関数とした場合

における最適所得税体系を計算した結果である。

この表で注目すべき点は、t2 が常に負となって
いる点である。つまり、所得の上昇に応じて、

限界税率が低下していく。この結論は、最適所

得税論の先行業績と整合的である。 

 表Ⅲ．6 では、所得税率と所得補償政策を同

時に決定する場合の最適所得税体系を分析して

きたが、現実の税制改革の論議では、所得補償

政策を与件として、社会的厚生を最大化する最

適所得税体系を求めているのではないだろうか。

表Ⅲ7 は、定額移転(TR )を与件とした場合の最

図ⅢⅢⅢⅢ．10 Mirrlees（1971）ケース1 

図ⅢⅢⅢⅢ．11 Tuomala（1984）ケース2 
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適所得税体系を計算した結果である。定額移転

(TR )がケース 2 のように過少（最適な定額移転
と比較して）な場合、t2 は正になる。つまり、
所得の上昇に応じて、限界税率が上昇していく

累進課税が、最適所得税体系となる。また、定

額移転(TR )がケース 3 のように過大な場合、t2
は負になる。つまり、所得の上昇に応じて、限

界税率を低下していく税体系が、最適所得税体

系となる。 

 表Ⅲ．8 は、定額移転を与件として、社会的

厚生関数を変化させたとき、最適所得税体系が、

いかに変化するのかについて分析した結果をま

とめたものである。ケース 4(v＝1)のように社
会的厚生関数が効率を重視するものである場合、

表ⅢⅢⅢⅢ．5 Tuomala（1984） 

表ⅢⅢⅢⅢ．6 税収関数を2次関数とする場合 

表ⅢⅢⅢⅢ．7 所得補償政策を与件とする場合 

表ⅢⅢⅢⅢ．8 社会的厚生関数 
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最適所得税体系はt2＝0.0366とほぼ線形近似可
能である。ケース 5（v＝－2）のように社会的
厚生関数が公平を重視するものである場合、最

適所得税体系はt2＝0.777 と累進課税となる。

効率を重視する立場に立つ場合には、累進課税

の見直しを支持し、そして、公平を重視する立

場に立つ場合、累進課税を支持することになる。 

 

Ⅳ．Ⅳ．Ⅳ．Ⅳ．おわりに 

 

 本論文では、日本の所得税のあるべき姿を追

求するための準備として、日本の所得税の現状

と最適所得税の理論を提示してきた。日本の所

得税の基本的特徴は、高い控除額と高い累進性

にある。高い控除が、所得税の課税ベースを浸

食し、高い限界税率を課さなければならなくな

る。同時に、高い限界税率は、納税者の負担軽

減のため、控除の拡大を生むという悪循環をも

たらしている。 

 これに対して、Mirrlees（1971）に始まる最

適所得税に関する研究が提示する結論は、控除

を廃止して、税体系を線形化し、所得補償政策

を充実する政策が、望ましいこと示している。

この結論は、日本の所得税の特徴である高い控

除、高い累進性を支持するものではない。ただ

し、本稿は、日本における最適所得税が、いか

なる税率で、どれくらいの所得補償が必要とさ

れるのかについて提示したものではない。この

論文に続く課題は、日本の所得税のあるべき姿

を具体的な税率、所得補償額等まで踏みこんで

示すことである。 

 

 

補論：最適所得税体系の数値解析 
 

 ここでは、最適所得税体系の数値解法の技術

的解説をおこなう。Mirrlees（1971）のモデル

を示し、そのモデルを分析するための数値解析

を利用した手法を示した後、Mlrrlees（1971）

の分析を追試する。 

 

 

補論Ⅰ．モデル 
 

 ここでは、Mirrlees（1971）の提示したモデ

ルを示す。個人の効用関数(v)は、コブ＝ダグ
ラス型関数であるとする。 

 

v (c ,l )＝log(c )＋log(1－ l) (36) 

 

 c は消費であり、ｌは労働時間である。個人
の所得(y)は、稼得能力(θ)と労働時間(l)を掛
けたものとする。 

 

y (θ)＝l(θ)θ （37） 

 

 効用関数(v)を消費(c)、稼得能力(θ)、所得
(y )からなる関数(u)に書き換えることができ
る。 

 

u(c,y ,θ)＝log(c )＋log(1－ l /θ) (38) 

 

 θの稼得能力を持つ個人が、政府の設定する

課税計画(c(θ),y (θ))に従った場合の効用(W )



日本の所得税 

－158－ 

は、以下のようになる。 

 

W (θ)＝u(c(θ),y (θ),θ) （39） 

 政府の設定する課税計画(c(θ),y (θ))が実行
可能であるためには、以下のような誘因整合制

約条件 7）を満たす必要がある。 

 

W (θ̂)＝m a
θ
x u (c(θ),y (θ),θ̂) （40） 

 

包括面の定理より、以下の式が成立する。 

 
  ˙W (θ)＝uθ(c(θ),y (θ),θ) （41） 

 

 個人の稼得能力(θ)の分布(φ)は、対数正規

分布 8）に従うと仮定する。 

 

φ(θ)＝
exp(－

(log(θ)－μ)2

2σ2 )

√ 2 π  σ  θ
  （42） 

 

 社会的厚生関数(∫
 ∞
0 G (u (c,y ,θ))φ(θ)dθ)の

個人の効用(u)が社会的厚生に与える影響の
ウェイトを定める関数(G)を下記のように仮定
する。 

 

G (u )＝－
exp(－βu)
β   （43） 

 

政府の予算制約式 9）は、以下のようになる。 

 

R＝∫
 ∞
0 (y (θ)－c(θ))φ(θ)dθ （44） 

 

 政府は、（46）、（47）、（48）、（49）式

の制約を満たした上で、（45）式を最大化する

ような最適所得税体系を定める。 

 

max∫
 ∞
0 G (u (c (θ),y (θ),θ))φ(θ)dθ （45） 

  ˙W (θ)＝uθ(c(θ),y (θ),θ) （46） 
 W (θ)＝u (c(θ),y (θ),θ) （47） 

R＝∫
 ∞
0 (y (θ)－c(θ))φ(θ)dθ （48） 

c(θ),y (θ) ≥ 0 （49） 

 

 上記の問題のハミルトニアンは、以下の通り

である。 

 

H＝G (u )φ＋λ1uθ＋λ2(W－u ) 
 ＋λ3(y－c )φ＋λ4y  （50） 

 

 y＞0 の場合、上記のハミルトニアンを解くと、
以下のようになる。 

 

G ’ (u )ucφ－λ2uc－λ3φ＝0 （51） 
 

G ’ (u )uyφ－λ1uyθ－λ2uy－λ3φ＝0 （52） 
 

λ1＝－λ2 （53） 

 
  ˙W (θ)＝uθ(c(θ),y (θ),θ) （54） 
 

W (θ)＝u(c(θ),y (θ),θ) （55） 

 

λ3(θ)＝λ̄3 （56） 

 

横断面の条件より、以下の式が成立する。 

 

λ1(∞)＝0 （57） 

 

さらに、以下の式を満たす必要がある。 

7) 誘因整合条件は、Ⅲ－2－2において述べた。 
8) 下記の式は、稼得能力の対数(log(θ))が、平均(μ)、分散(σ2)の正規分布に従うことを意味する。 
9) この仮定は、Mirrlees（1971）と異なる。 
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R＝∫
 ∞
0 (y (θ)－c(θ))φ(θ)dθ （58） 

 

 この非線形連立微分方程式を伴う方程式体系を

解くには、二つの困維が伴う。第 1に、非線形連

立微分方程式が含まれる点である。非線形連立微

分方程式は、解析的に解けない。第 2に、初期点

に未知数が含まれる点である。初期点に未知数が

含まれる場合、微分方程式は解けない。能力の上

限を初期点とした場合、c,y ,W ,λ1,λ2 が未知数
であるのに対して、（51）、（52）、（55）の 3

つの式しかない。そのため、この分野に取り組ん

だ研究は、Tuomala（1984）等を除いて、ほとんど

ない。

 

補論Ⅱ．数値解析 

 

 ここでは、先行業績と同様に、数値解析を利

用して、最適所得税体系を導く手法を示す。能

力の上限(θN)とする。そして、能力の下限(θ0
＝0)までの間に、N－1 個の能力(θN)を等間隔に

置く。 

 

（ステップ 1）λ3を任意の値に仮定する。 

 

（ステップ 2）能力の上限(θN)における課税前

所得(y (θN ))を任意の値に仮定する。 
 

（ステップ 3）n＝N とする。能力の上限(θN)
におけるλ1(θN )は、横断面の条件より、以下の

式が成立する。 

 

λ1(θN )＝0 （59） 

 

 能力の上限(θN)における消費(c(θN ))を下記
の式から求める。 

 

uy (c (θN )，y(θN )，θN )
uc (c (θN )，y(θN )，θN )

 （60） 

 

 能力の上限(θN)における W (θN )を以下の式
のようになる。 

 

W (θN )＝u (c (θN )，y(θN )，θN) （61） 

 

 能力の上限(θN)における(λ2(θN ))を以下の

式のようになる。 

 

λ2(θN )＝
G ’ (u )ucφ－λ3φ

uc
 （62） 

 

（ステップ 4） 

 

n＝n－1 （63） 

 

（ステップ 5） 

 下記の非線形微分方程式を数値解析で解き、

(W (θn ),λ1(θn ))を求める。 
 

W (θn＋1)＝uθ(c(θn＋1),y (θn＋1),θn＋1) （64） 
 

λ1(θn＋1)＝－λ2(θn＋1) （65） 

 

（ステップ 6） 

 下記の非線形微分方程式を数値解析で解き、

能力(θn)における所得(y)、消費(c)、λ2 を求
める。 

 

W (θn )＝u(c(θn ),y (θn ),θn ) （66） 

 

G ’ (W (θn ))un(c(θn ),y (θn ),θn )φ(θn ) 
－λ2(θn )uc(c(θn ),y (θn ),θn ) 
－λ3φ(θn )＝0 （67） 

 

G ’ (W (θn ))uy(c(θn ),y (θn ),θn )φ(θn ) 
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－λ1(θn )uyθ(c(θn ),y (θn ),θn ) 
－λ3φ(θn )＝0 （68） 

 

（ステップ 7） 

 ステップ 6 で計算した所得 y(θn )が、0 の場
合、ステップ 8 へ進む。ステップ 6 で計算した

所得 y(θn )が、0 以外の場合、ステップ 4 へ戻
る。 

 

（ステップ 8） 

 
 θ̄＝θn  （69） 

 

 ( θ̄)以下の能力を持つ個人の所得(y)は、以下
の式のように定める。 

 

y (θ)＝0 （70） 

 

 ( θ̄)以下の能力を持つ個人の消費( c̄ )は、以

下のようになる。 

 

 c̄ ＝c(θn ) （71） 

 

（ステップ 9） 

 下記の式が成立する場合、ステップ 10 へ進む。 

下記の式が成立しない場合、ステップ 2 へ戻る。 

 

R＝∫
 ∞
0 (y (θ)－c(θ))φ(θ)dθ （72） 

 

（ステップ 10） 

 λ3 における経済厚生(wel)を計算する。 
 

wel(λ3)＝∫
 ∞
0 G (u (c(θ),y (θ),θ)φ(θ)dθ 

 （73） 

 

ステップ 1 へ戻る。 

 

補論Ⅲ．追試の結果 

 

 表Ⅳ．1 は、Mirrlees（1971）の分析結果と

われわれの追試の結果を比較したものである。

この表は、最適所得税体系における課税前所得

(y)と消費(c)の関係を示したものである。

Mirrlees（1971）以降の研究結果に関するわれ

われの追試の結果、および、そのプログラムは、

この論文のはじめで紹介したように、一橋大学

公共経済学研究室のホームページ上で公表する

予定である。 

 

表Ⅳ．1 Mirrlees（1971）の追試 
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